
 

   大垣市建築物の建築に関する紛争防止指導要綱  

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」と

いう。）第６条第１項又は法第６条の２第１項の規定による確認の申請（以

下「確認申請」という。）に際し、地域における健全な生活環境の維持及び

良好な近隣関係の形成を図るために行う指導に関し、必要な事項を定めるも

のとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

 ⑴ 建築主等 建築主、設計者、工事監理者及び工事施工者をいう。  

 ⑵ 中高層建築物  地階を除く階数が５以上の建築物をいう。  

 ⑶  近隣住民等  建築する建築物の敷地境界線から水平距離３０メートル

以内の範囲及び当該建築物の建築により冬至日の真太陽時による午前８

時から午後４時までの間において、当該建築物の平均地盤面に３時間以上

日影となる部分を生じる範囲に土地若しくは建築物を所有する者又は土

地若しくは建築物を使用する者をいう。  

 ⑷ 電波障害 放送電波の受信に障害が生じることをいう。  

 ⑸ 紛争 建築物の建築に伴って生じる電波障害、日照阻害、工事中の騒音、

振動等に関する建築主等と近隣住民等との間の紛争をいう。  

２  前項に規定するもののほか、この要綱で使用する用語は、法及び建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）で使用する用語の例による。  

 （市の責務）  

第３条 市は、建築物の建築に際し、健全で快適な居住環境の保全及び形成が

図られるよう指導するとともに、紛争が生じたときは、迅速かつ適切な調整

に努めるものとする。  

 （建築主等及び近隣住民等の責務）  

第４条 建築主等は、建築物の建築に際し、周辺の居住環境に十分に配慮する

とともに、良好な近隣関係を損なわないよう努めるものとする。  

２  建築主等及び近隣住民等は、紛争が生じた場合には、相互の立場を尊重し、

自主的に解決するよう努めるものとする。  

 （地元自治会への通知）  

第５条  建築主等は、確認申請に際し、地元自治会長に対し、建築工事に係る

お知らせ（第１号様式）により建築工事の概要等について通知するよう努め

るものとする。  



 

２  建築主等は、前項の規定により通知をしたときは、建築工事に係るお知ら

せの報告（第２号様式）により当該通知をした旨を市長に報告するものとす

る。 

 （工事中の措置）  

第６条 建築主等は、建築工事による騒音、振動等により周辺の住環境に著し

い被害が生じるおそれがある場合は、その被害を受けるおそれのある者とあ

らかじめ協議し、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

 （電波障害に対する措置）  

第７条  中高層建築物の建築主等は、事前に電波障害の予測に努めるとともに、

建築工事中又は建築完了後に電波障害が生じると予測され、又は生じた場合

は、共同受信施設の設置その他の受信障害を改善するために必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。  

 （近隣住民等への周知）  

第８条 建築主等は、中高層建築物を建築しようとするときは、近隣住民等に

建築計画の周知を図るため、建設予定敷地に建築計画の概要を記載した標識

（第３号様式）を設置するよう努めるものとする。  

２  前項の標識の設置期間は、確認申請をしようとする日の３０日前から法第

８９条第１項の規定による確認の表示をする日までとする。  

３  中高層建築物の建築主等は、第１項の規定により標識を設置したときは、

設置後速やかにその旨を標識設置報告書（第４号様式）により市長に報告す

るものとする。  

 （建築計画等の説明）  

第９条 建築主等は、中高層建築物を建築しようとするときは、確認申請の前

に当該建築物に係る建築計画について近隣住民等に説明するよう努めるも

のとする。  

２  中高層建築物の建築主等は、近隣住民等への説明を行った場合は、説明を

行った後速やかに近隣説明報告書（第５号様式）を市長に提出するものとす

る。 

 （適用の除外）  

第１０条 この要綱は、次に掲げる建築物には適用しない。  

 ⑴ 災害その他緊急の必要により建築するもの  

 ⑵ その他市長がこの要綱による指導の必要がないと認めるもの   

 （その他）  

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

別に定める。  



 

   附 則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。  

 （大垣市開発許可の申請、建築確認の申請等に係る紛争の事前防止に関する

指導要綱の廃止）  

２  大垣市開発許可の申請、建築確認の申請等に係る紛争の事前防止に関する

指導要綱（昭和５７年７月１日制定）は、廃止する。  


